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要旨: 情報保障とは、何らかの事由により情報の取得に困難が生じる者に対して、代替手段を講じることによっ

て情報を提供し、情報の取得を保障することを意味する。公共分野においては、情報の提供には漏れが許されず、

情報保障をいかに担保するのかが課題となる。自治体において、情報保障に関する取り組みとしてガイドライン

を策定する動きがある。例えば、千葉県は 2009年に「障害のある人に対する情報保障のためのガイドライン」を

策定し、2017年には改定も行っている。2016年には、障害者差別解消法が施行された。千葉県におけるガイドラ

インの改定も同法の施行を背景としてのものであるが、情報保障に関わり、国をあげての取り組みが志向される

ところである。本研究は、情報保障をめぐる自治体における取り組みについて、その現状と展開を論じるもので

ある。 
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Abstract: Information accessibility means to guarantee the acquisition of information by providing information to a person who 

has difficulty in acquiring information for some reason by taking alternative measures. In the public sector, omission of 

information dissemination is not allowed, and the issue is how to secure information accessibility. There is a movement in local 

governments to formulate guidelines as an initiative related to information accessibility. For example, Chiba Prefecture 

formulated the "Guidelines for Information Accessibility for Persons with Disabilities" in 2009, and revised it in 2017. In 2016, 

the Act for Eliminating Discrimination against Persons with Disabilities came into effect. The revision of the guidelines in Chiba 

Prefecture is also based on the enforcement of the law, and the whole country is aiming for information accessibility. This study 

discusses the present status and evolution of local government efforts regarding information accessibility. 
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1. 研究の背景と目的 

情報保障とは、何らかの事由により情報の取得に困

難が生じる者に対して、代替手段を講じることによっ

て情報を提供し、情報の取得を保障することを意味す

る。情報保障は主に障害者を対象とするものであるが、

公共分野においては、情報の提供に漏れが許されず、

情報保障をいかに担保するのかが課題となる。 

日本の自治体においては、情報保障に関する取り組

みとしてガイドラインを策定する動きがある。例えば、

千葉県は 2009 年に「障害のある人に対する情報保障

のためのガイドライン」を策定し、2017年には改定も

行っている。 

情報保障に関わる法制度の整備として、2016年に障

害者差別解消法が施行されている。2017年の千葉県に

おけるガイドラインの改定も同法の施行を背景として

のものであるが、国をあげて情報保障にかかわる取り

組みが志向されるところである。 

本研究は、情報保障をめぐる自治体における取り組

みについて、その現状と展開を論じるものである。 

 

2. 情報保障とは 

 CiNii Articles において、「情報保障」をキーワー

ドとして論文検索を行うと、最古のものとして野

村[1990]が検出される。同様のキーワードで 1900

年以降を範囲指定して、Google Scholar において検



 

索を行うと、宮井[1986]および菅原[1988]が検出さ

れる。それらのうち、宮井[1986]は会計学の研究の

中で「情報保障」という用語が出現するものであ

る。対して、菅原[1988]と野村[1990]は聴覚障害を

持つ学生に対しての「情報保障」について論じる

ものである。 

 1990 年代以降は、聴覚障害を持つ学生に限定さ

れず、学習を行う上で情報の取得に困難がある学

生に対する情報保障の方法に関する研究論文が蓄

積されており、「情報保障、教育」をキーワードに

CiNii Articles で検索を行うと、215 件が検出され

る。教育機関における情報保障をいかに実現する

のかが検討されている(大原 2019)。 

2020 年の新型コロナウイルス感染症の感染拡大

に伴い、教育機関でもオンラインでの授業実施が

広まる中でも、教育分野での情報保障は重要な課

題となり、その取り組みに関する研究もなされて

いる(中島ら 2020)。 

 情報の取得に困難が生じるのは教育の場面に限

定されない。その他の場面として、例えば、テレビ

放送があげられる。主に聴覚障害者や高齢者の情

報の取得を保障するために、テレビ放送において

字幕放送が行われるようになっている (今井ら 

2011)。 

 情報保障が行われている場面としては、学術研

究団体によるイベント実施時があげられる。その

例として、情報処理学会が全国大会時に情報保障

の実施を行っている(情報処理学会 2018)。 

情報の取得に困難の生じるような場面があると

きに、特に対応が求められるのが行政分野である。

行政分野において、主に行政機関から提供される

情報はあらゆる人々に漏れなく伝達される必要が

あり、一部の人にその情報が伝達されないこと自

体が大きな問題となるのである。そこで、行政分

野においては情報の取得の保障のための施策が展

開されてきたところである(本田 2018)。その具体

例として、公職選挙時における情報の提供につき、

その情報保障のあり方が論じられている (大倉 

2018)。 

 

3. 国内法制上の根拠 

 主に情報の取得に困難がある障害者を対象として想

定されるところの情報保障について、とりわけ公共分

野において、その推進が図られている。それを根拠付

ける法律として、1970年に制定された障害者基本法が

ある。同法は、2004 年と 2011 年に改正がなされてい

る。 

 障害者基本法では、第三条の三で以下にように

規定している。 

 

 全て障害者は、可能な限り、言語（手話を含む。）

その他の意思疎通のための手段についての選択

の機会が確保されるとともに、情報の取得又は

利用のための手段についての選択の機会の拡大

が図られること。 

 

 この条文の後段にあるように、「情報の取得又は利

用のための手段」について、「選択の機会の拡大が図

られること」が目指されており、これが情報保障を行

うことを法律上で根拠付けているものと考えられる。 

 なお、障害者基本法第三条の三の主語は「全ての

障害者は」となっている。同法では、第二条の一

で、以下のように障害者を定義付けている。 

 

 障害者 身体障害、知的障害、精神障害（発達障

害を含む。）その他の心身の機能の障害（以下

「障害」と総称する。）がある者であつて、障害

及び社会的障壁により継続的に日常生活又は社

会生活に相当な制限を受ける状態にあるものを

いう。 

 

 ここで定義されるところの障害者について、その全

員について第三条の三で情報保障を行うことが謳われ

ていることになる。 

 2013 年には障害者差別解消法が制定され、2016 年

に施行されている。同法の目的は第一条で次のように

謳われている。 

 

 この法律は、障害者基本法（昭和四十五年法律第八

十四号）の基本的な理念にのっとり、全ての障害者

が、障害者でない者と等しく、基本的人権を享有す

る個人としてその尊厳が重んぜられ、その尊厳にふ

さわしい生活を保障される権利を有することを踏ま

え、障害を理由とする差別の解消の推進に関する基

本的な事項、行政機関等及び事業者における障害を

理由とする差別を解消するための措置等を定めるこ

とにより、障害を理由とする差別の解消を推進し、

もって全ての国民が、障害の有無によって分け隔て

られることなく、相互に人格と個性を尊重し合いな

がら共生する社会の実現に資することを目的とする。 

 



 

 条文の中段に、「障害を理由とする差別の解消の推

進に関する基本的な事項、行政機関等及び事業者にお

ける障害を理由とする差別を解消するための措置等を

定める」とあり、行政機関や事業者に具体的な取り組

みを行うことを求めている。障害者差別解消法は障害

者基本法の基本的な理念に則るものであり、同法で定

めるところの「差別を解消するための措置等」には、

情報保障に関わる取り組みも含まれるものと解するこ

とが出来る。 

 

4. 国の取り組み 

 障害者基本法や障害者差別解消法に基づき、行政機

関や事業者には、情報保障のための取り組みが求めら

れている。 

 政府にあっては、障害者差別解消法第六条第 1項で

「障害を理由とする差別の解消の推進に関する基本方

針」の策定が義務付けられた。策定された基本方針は

2015年2月24日に閣議決定されている。中央省庁は、

その基本方針に即して対応要領を定めている。その一

覧は、内閣府 Web サイトに掲載されている(内閣府

Webサイト)。 

 例えば、厚生労働省は 2015年 11月 27日付で「厚生

労働省における障害を理由とする差別の解消の推進に

関する対応要領」を定めている。この要領の別紙には、

「第 6  合理的配慮の具体例」があり、その中に「合

理的配慮に当たり得る意思疎通の配慮の具体例」が示

されている。以下に、その一部を引用する。 

 

 ○ 筆談、読み上げ、手話、点字、拡大文字などのコ

ミュニケーション手段を用いる。 

○ 会議資料等について、点字、拡大文字等で作成す

る際に、各々の媒体間でページ番号等が異なりうる

ことに留意して使用する。 

○ 視覚障害のある委員に会議資料等を事前送付す

る際、読み上げソフトに対応できるよう電子データ

（テキスト形式）で提供する。 

○ 意思疎通が不得意な障害者に対し、絵カード等を

活用して意思を確認する。 

○ 駐車場などで通常、口頭で行う案内を、紙にメモ

をして渡す。 

 

 具体例を上から順に引用したが、意思疎通を行う場

面での配慮について具体的な事項が掲げられているこ

とが分かる。二番目以降については、情報提供のあり

方について、具体的な方法を示すものであり、情報保

障の具体的なあり方を示したものであるとも言える。 

 中央省庁においても様々な場面で情報の提供が行わ

れ、その都度で上記のような意思疎通にかかわる配慮

がなされるものと考えられる。 

 2021年 1月現在、障害者差別解消法の見直しに向け

ての検討が障害者政策委員会において行われている。

その第 53 回障害者政策委員会において、厚生労働省

が提出した資料には、障害保健福祉分野での新型コロ

ナウイルス感染症への対応が記述されている。その中

には、「基本方針」があり、それには「新型コロナウ

イルス感染症に関わる情報をわかりやすく障害者に伝

えるなど、情報発信等に当たって十分に配意する。」

(厚生労働省 2020)とされている。そして、「情報の発

信等」という項目があり、具体策として以下の四点が

掲げられている。 

 

 (1) 特別定額給付金等の御案内 

視覚障害者や発達障害者のための配慮（音声コー

ド等の活用、わかりやすいリーフレットの作成な

ど）を実施 

(2) 遠隔手話サービスの導入支援 

遠隔手話サービスの導入経費を支援し、感染リス

クで手話通訳が同行できない場合の意思疎通支

援体制を整備 

(3) 心のケア支援 

心身の不調を抱える方へ心のケアを実施するた

め、精神保健福祉センターや保健所等に対する財

政支援を実施 

(4)「＃つなぐマスク」プロジェクト 

障害者による布マスクの制作等について SNS で

情報発信 

 

 これら四点からも示唆されるように、新型コロナウ

イルス感染症への対応という政策の中で、情報発信へ

の配慮がなされるという立て付けになっている。これ

らは「厚生労働省における障害を理由とする差別の解

消の推進に関する対応要領」に即した対応を具体化し

たものであると考えられる。中央省庁が実施する各種

の政策にあって、その中で情報保障にかかわる取り組

みがなされているということが示唆される。 

 

5. 自治体における展開 

 障害者差別解消法第十条は自治体に対して「障害を

理由とする差別の解消の推進に関する基本方針」に基

づいて「地方公共団体等職員対応要領」を定める努力

義務を課している。あくまでも策定の努力義務である

ため、要領を策定しないことも想定されるが、要領の



 

策定をはじめとした取り組みを展開する自治体が存在

する。 

 なかでも、情報保障に関しては、千葉県が 2009年に

「障害のある人に対する情報保障のためのガイドライ

ン」を策定し、2017年には改定も行っている。千葉県

は障害者施策を先駆的に取り組んでおり、全国の都道

府県で最初に障害者差別解消に関する条例を 2007 年

に制定している。 

 千葉県による情報保障のためのガイドラインの策定

は、内閣府Webサイト「合理的配慮等具体例データ集

(https://www8.cao.go.jp/shougai/suishin/jirei/index.html) 」

に掲載されている事例である。この他に同様のガイド

ライン策定の事例があるのか同サイトで検索しても、

そのような事例は見つけることが出来ない。このこと

をもって、千葉県が唯一の事例であることを意味せず、

Web検索を行うと、仙台市[2019]・東京都港区[2020]・

日進市[2017]などでの策定事例を見つけることが出来

る。この他にも策定事例がある可能性もあるが、1700

を超える自治体がある中で、その策定事例は少ないよ

うである。 

 情報保障のためのガイドラインの策定事例が発見出

来ない事由として、姫路市[2017]に見られるように、障

害者差別解消法およびその基本方針を受けて、職員対

応ガイドラインを策定するという対応を取る自治体が

あることがあげられる。具体的に意思疎通をはかる場

面で応答に当たる職員に対して、その対応ガイドライ

ンを策定することにより、その中で情報保障にも言及

するというかたちを採用しているのである。 

 具体的に、千葉県の「障害のある人に対する情報保

障のためのガイドライン」の内容を確かめると、第 1

章「障害の特性に応じた配慮の基本」と第 2章「場面

ごとの配慮」から成る。その第 2章は以下の項目立て

から成る。 

 

 ･情報・コミュニケーションの基本的な配慮 

･文書を作成するときの配慮 

･文書を送付するときの配慮 

･電子メールを利用するときの配慮 

･窓口・受付での配慮 

･対話・面談・手続の際の配慮 

･会議・会合・イベント等を開催するときの配慮 

･案内・表示における配慮 

･福祉サービスについての情報を提供するときの配  

慮 

･災害時・緊急時の配慮 

･ウェブサイト・動画等の配慮 

･障害のある人と働く職場での配慮 

 

  上記の引用からも示唆されるように、場面に応じて

情報提供の方法について配慮することが表明されてい

る。自治体においては住民に近接した公共サービスの

提供がなされており、職員と住民の間で意思疎通がは

かられる場面は中央省庁との間よりも多い。その場面

の多さに応じて、情報保障のための配慮を緻密に行う

必要があるのである。 

 ここで注目されるのは、千葉県が 2017 年にガイド

ラインの改定を行っていることである。この改定の際

に、その理由があげられており、その中に以下のよう

な項目がある(千葉県Webサイト 2017)。 

 

 □最近の社会情勢に対応 

・障害者基本法や障害者差別解消法の理念を取り込

んでいます。 

・パソコンや電子メールの利用が普及してきたこと

を前提に記述しています。 

 

 前段の障害者基本法や障害者差別解消法については、

国が示した取り組みの方向につき県もそれに則るとい

うことである。後段の ICTの普及は情報の提供時に利

用出来る手段が多様になったことを意味し、それら多

様な手段を利用することによって情報保障を図ろうと

するということである。 

 情報保障のために ICTの利活用を図るのは政策実施

を行う県の側であり、県が提供する手段を利用するこ

とで主に障害者の情報保障が担保される。 

 情報保障に関する研究でも、スマートフォンを用い

た聴覚障害者に対する情報保障のための情報システム

を構築した木村ら[2017]や盲ろう者向け情報保障ツー

ルについて検討した岡本ら[2019]、音声認識アプリを

活用した情報保障支援のあり方を検討した二神ら

[2018]などのように、ICT の利用を志向したものがあ

る。単に「配慮する」という段階に留まらず、ICT を

利用して実効性のある対応を取ることが検討されてい

るのである。 

 ただし、情報保障に関するガイドラインの策定状況

を勘案すると、千葉県はあくまでも先駆的な事例と目

されるのであって、情報保障に関する取り組みは自治

体全体での取り組みには至っていないことも示唆され

る。 

 自治体では、手話言語条例や情報コミュニケーショ

ン条例の制定に見られるように、公共コミュニケーシ

ョンのあり方に関する条例制定と施策実施が進展して



 

いる(本田 2018)。情報保障に関する取り組みを、この

動向に掉さすものとして捉えられるのであれば、情報

保障に関する取り組み自体が自治体で浸透していると

見なすことも出来るだろう。一方で、情報保障に関し

て明確にガイドラインなどを策定しなければ、実際の

取り組みにつながらないと考えるのであれば、ガイド

ラインの策定は進んでいるとは言えず、自治体におけ

る情報保障に関する取り組みも進展していないと評価

される。 

 もし自治体における情報保障に関する取り組みの現

状が芳しいものではないと評価するとしても、障害者

差別解消法制定の影響は大きく、同法の改正も予定さ

れていることから、今後、その改正に合わせて自治体

で再度の取り組みへの着手も想定され得る。今後の展

開ということでは、障害者差別解消法の改正に注視す

る必要があるということになる。 

 

6. まとめと今後の課題 

 本研究は、情報保障に着目し、政府としての取り組

みと自治体における取り組みについて事例研究を行っ

た。 

中央省庁では、情報保障に関わり要領を定めること

によって、具体的な場面での配慮のあり方が示され、

実際の政策や施策の中で職員と対象者が意思疎通を図

る場面でその配慮がなされるようになっている。 

自治体では、千葉県の事例に見られるように、情報

保障に関する取り組みとしてガイドラインを策定する

動きがある。千葉県の事例でも具体的な場面での配慮

のあり方が示されており、なおかつ ICTの利活用が図

られている。しかし、そのような動きは自治体では一

般的ではなく、明示的に情報保障に関する取り組みを

行う自治体は必ずしも多くない。自治体における現況

ということでは、情報保障の施策は不十分なものであ

ると評価されよう。 

今後の展開ということでは、国や自治体における情

報保障に関する取り組みに大きな影響を及ぼしている

障害者差別解消法の改正が予定されており、その改正

を動因として新たな動きが起きる可能性もある。もし、

法改正により、情報保障に関して新たな取り組みを始

める自治体が現れれば、その際には自治体における政

策波及ということで先行事例として千葉県の事例が参

照されることも想定される(本田 2014)。その動向が注

目されるところである。 

 

※本研究で参照したURLの最終アクセス日は2021年1月17

日である。Web検索を行った日時も同様である。 
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